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  体系　
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関係課

政策名

施策名

健やかで人にやさしいまちづくり 健康ふくし課

支えあい尊重される社会の実現

政策財政課 町民税務課 健康ふくし課

平山　正孝

施策主管課

施策主管
課長名

B 男女共同参画推進まちづくり行動計画を知っ
ている事業所の割合（増加）（現状値：H30時
点）

A 必要な時に隣近所や地域で支えあって生活し
ている町民の割合（増加）（現状値：H28-30
平均）

％

％

施策評価シート(令和4年度実施施策）

73.6

36.7

１．施策の目的

対

象

A 地域・事業所

B 事業所
意

図

A あらゆる人権が尊重され多様な人々が共生している

B 男女共同参画推進まちづくり行動計画を理解し、男女がともに働き
やすい職場環境づくりに取り組んでいる

２．成果指標
単位指標名

②

③

①

④

現状値 令和7年度令和6年度令和5年度

３．指標の分析（成果が向上した、またはしなかった理由）

④

①

③

②

４．課題に対する取組（今年度重点的に取り組んだ課題）

５．次年度の方向性（施策の方向性と次年度以降重点的に取り組む課題）

年齢が高くなるほど隣近所で支えあって生活していると感じている人が多く、支え合いの内容では、「話し相手、お茶のみ」「食品のお裾分け、物品
の貸し借り」「除雪の手伝い」「安否確認の声かけ」が大半を占めており、高齢者に対する日常的な支えあいが行われていると考えられる。また、必
要な時に隣近所や地域で支えあって生活している町民の割合が0.3ポイント減少しているが、コロナ禍に伴う接触機会の減少が影響していると考えら
れる。
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毎年事業所アンケートを実施する際に、男女共同参画推進にかかる普及と啓発活動を行っていること、また、社会全体におけるSDGｓへの関心と共に
男女平等についての認識が高まってきていることが、増加の理由であると考えられる。

・人権擁護委員が、人権教室等を各小中学校や福祉施設で行ったり、イベント時に街頭啓発活動を実施するなどして、人権尊重の理念の普及を図った。
また、毎月10日に人権相談窓口を開設し相談に応じた。
・地域福祉計画推進委員会を開催し、第3期地域福祉計画の進捗管理及び実績の確認をした。また、第4期地域福祉計画策定のためのアンケート調査、活
動内容等調査を実施、策定員会を開催した。
・男女共同参画の取組として、小中学生を対象とした川柳コンクール及びおもに事業者を対象としたセミナーを実施した。

人権普及啓発事業については、街頭啓発活動や人権教室等を実施し人権尊重の啓発活動に取り組む。引き続き、第3期地域福祉計画の推進に向けて進捗
管理を行い、取組内容の改善につなげるとともに、第4期地域福祉計画の策定に向けて、アンケート調査、地区懇談会等から地域福祉課題を把握し、地
域福祉を推進するための支援策や体制について検討し計画策定に取り組む。
男女共同参画の推進については、町第４次行動計画に基づき、基本目標達成のための施策に引き続き全庁的を上げ取り組み、男女共同参画の理念の普及
・啓発に努める。

上段：目標値　下段：実績値



６．施策を構成する事務事業（方向性と次年度以降重点的に取り組む主要な事業）

番号 事業通番 事務事業名 令和4年度決算額
(千円)

最終評価結果

コストの方向性成果の方向性 今後の方向性
主要事業

1 ⑤現状維持現状維持現状維持20,933ふれあいセンター維持管理事業4164

2 ②生産性改善現状維持拡充235男女共同参画推進事業4888

3 ⑤現状維持現状維持現状維持26,277地域福祉団体支援事業5738

4 ⑤現状維持現状維持現状維持1,688地域福祉計画管理事業5851

5 ⑤現状維持現状維持現状維持50,942総合福祉支援事業5884

6 ⑤現状維持現状維持現状維持77人権普及啓発事業17342

7 評価対象外評価対象外評価対象外97,330価格高騰緊急支援事業18155


